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― 県土整備部 30 ―

県民の暮らしの安心確保

15,350 47,000

交通安全対策の推進

前年額 42,000 18,000 24,000

決定額 89,000 40,650 33,000

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
前年との

対比国庫支出金 県　債

　老朽化する道路附属物やトンネル設備などの適切な道
路の維持管理を実施する。

　ア　トンネル設備更新事業　　 59,000千円
　イ　道路附属物点検　　　　　 30,000千円

（１）事業内容
　　ア　トンネル設備更新事業：トンネル内の安全な通行環境を確保するため、老朽化するトンネル設備の更新を実施
　　　する。
　　イ　道路附属物点検：道路附属物を適切に維持管理するため、定期的な点検を実施する。

（２）事業計画
　　ア　トンネル設備更新：一般国道１４０号（秩父市）
　　イ　道路附属物点検　：主要地方道熊谷小川秩父線ほか（県内全域）

（３）事業効果
　　ア　トンネル設備の更新により、安全で快適な通行環境が確保できる。
　　イ　道路附属物を点検することにより、安全な道路空間を維持することができる。

（４）過去の実績
　　　平成28年度：943,900千円
　　　平成29年度：959,960千円
　　　平成30年度：678,346千円
　　　令和元年度：858,346千円
　　　令和２年度：574,000千円
　　　令和３年度： 52,000千円
　　　令和４年度： 42,000千円

２　事業主体及び負担区分
社会資本整備総合交付金
国1/2・県1/2
国4.5/10・県5.5/10
国5.5/10・県4.5/10

３　地方財政措置の状況
公共事業等債
充当率 90％（通常分50％　財対分40％）

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
9,500千円×2人＝19,000千円
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道路維持費 社会資本整備総合交付金（維持）事業費
番号 事業名

事 業
期 間

昭和46年度～ 根 拠
法 令

道路法

款

針路

会計

P30 社会資本整備総合交付金（維持）事業費 一般会
計

土木費 道路橋
りょう
費

項 目

令和 5年度予算見積調書 課室名:

説明事業

道路環境課
担当名: 事故担当

内線: 5098 (単位：千円)



 

事業名

単位事業名 予算額 1,000千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

給料 456 △11 一般職員給料

職員手当等 314 △46 各種手当

共済費 230 57 職員共済費負担金

合計 1,000 0

単位事業名 予算額 1,000千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

旅費 102 0 トンネル設備更新事業のための旅費

需用費 17 0 トンネル設備更新事業のための消耗品費等

役務費 350 0 トンネル設備更新事業のための通信運搬費等

委託料 475 0 トンネル設備更新事業のための委託費等

事業内訳書

社会資本整備総合交付金（維持）事業費

事業費支弁人件費

主な内容

事務費

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 1,000千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

使用料及び賃借料 1 0 トンネル設備更新事業のための用地借地料等

公課費 55 0 公用車管理に必要な経費等

合計 1,000 0

 

単位事業名 予算額 57,000千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

負担金、補助及び交付金 57,000 17,000 山梨県への負担金

合計 57,000 17,000

単位事業名 予算額 30,000千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

委託料 30,000 30,000 道路附属物点検業務委託

トンネル設備更新事業

主な内容

構造物点検事業

主な内容

事務費

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 30,000千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

合計 30,000 30,000

構造物点検事業

主な内容


